
平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（厚生労働科学地域医療基盤開発推進研究事業） 

「地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した BCP 及び病院避難計画策定に

関する研究」 

総括研究報告書 

 

研究代表者 本間 正人  

（鳥取大学医学部器官制御外科学 救急災害医学分野 教授） 

 

研究要旨 

本研究の目的は、地震、津波、洪水、土砂災害、噴火災害等の各災害に対応した各病院の

BCP（Business Continuity Plan）及び病院避難について定義し、これらの計画策定を推進

するための基本的体制や計画作成の手引き書、ひな形を提供し、都道府県や医療機関の施

策として実行されるための枠組みや行政的施策を提言することである。本年度われわれは、

「病院 BCP の必須要素」の定義、一般病院の BCP 整備のあるべき姿の整理と一般病院用 BCP

作成指針、一般病院用 BCP 作成の手引き、一般病院用 BCP チェックリストの呈示、平成 28

年熊本地震の病院避難の調査、病院避難の定義・用語の整理と病院避難マニュアルの作成

（受援病院用と病院避難支援用）、危険な現場で活動した DMAT 等の医療班に対し心のケア

体制、平成 28 年熊本地震の EMIS の入力状況の調査、EMIS の BCP 整備への応用、市町村の

健康福祉部局における BCP 整備状況、病院避難シミュレーション研修の実施、水害に対す

る BCP・病院避難計画、大崎地域における医療機関の BCP 整備状況、危険地域に立地する病

院避難の課題・BCP のあり方について検討した。研究成果物として「医療機関（災害拠点病

院以外）における災害対応のための BCP 作成指針」「医療機関（災害拠点病院以外）におけ

る災害対応のための BCP 作成の手引き」「災害拠点病院以外の医療機関における BCP チェッ

クリスト」「病院避難の受援実施に関する指針」と「病院避難の支援実施に関する指針」を

呈示し、「土砂災害警戒区域内に立地する医療機関向け病院避難行動計画」（鳥取大学医学

部附属病院編）「浸水想定区域内に立地する高層病院向け病院避難行動計画」（鳥取県立中

央病院編）を作成し、「浸水想定区域内に立地する低層病院向け病院避難行動計画」（海陽

町国民健康保険海南病院編）をもとに病院避難研修の教材を作成し実際に病院避難行動シ

ミュレーション研修を実施した。 
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Ａ．研究目的  

本研究の目的は、地震、津波、洪水、土砂災

害、噴火災害等の各災害に対応した各病院の

BCP（Business Continuity Plan）及び病院避

難について定義し、これらの計画策定を推進

するための基本的体制や計画作成の手引き書、

ひな形を提供し、都道府県や医療機関の施策

として実行されるための枠組みや行政的施策

を提言することである。その前提として、こ

れまでの災害の知見、経験を反映しているこ

と、特に BCP に関しては、他の企業や先進的

な事例を反映していること、さらに、中小病

院や有床診療所の経営の現状をふまえ、医師

会や病院協会の関係者の意見を反映させ、理

想では無く現実可能性のある計画を提示する

ことが必要である。各医療機関や地域で継続

的に改善が図れるような体制や取り組みにつ

いての意見を呈示することである。さらに、

災害により病院の一部あるいは全ての機能を

失い診療継続が困難になった場合は、入院患

者の安全のために多くの患者を同時に他の医

療機関に避難させる活動いわゆる「病院避難」

が必要となる。東日本大震災で BCP の必要性

が強調されたが、さらに平成 28 年 4 月に発生

した熊本地震では多くの病院が被害を受け、

複数の病院で病院避難が実施された。平成 28

年熊本地震を経て、得られた新しい知見の収

集とそれらに基づいた新たな対応も本研究課

題に盛り込む必要が出てきた。 

 さらに「水防法等の一部を改正する法律(平

成 29年法律第 31 号)」の施行により、要配慮

者利用施設の避難体制の強化を図るため『水

防法』及び『土砂災害防止法』が平成 29 年 6

月 19 日に改正された。これにより浸水想定区

域や土砂災害警戒区域内の所有者又は管理者

に対し、避難確保計画の作成及び避難訓練の

実施を義務付け、施設利用者の円滑かつ迅速

な避難の確保を図ることとなった。これを受

けて、本研究班では河川氾濫や浸水・土砂災

害に対する BCP、特に病院避難活動計画に関す

る研究も従来の研究に平行して実施すること

とした。 

Ｂ．研究方法 

2 ヵ年計画 2 年目の実施にあたり下記の内容

について研究者で分担して実施した。 

【平成 29年度実施した研究内容】 

① 近年発生した災害事例と学ぶべき教

訓について聴取した 

② BCP に関して、企業や先進的事例を聴

取した 



③ 医療機関における「病院 BCP の必須

要素」を定義した 

④ 一般病院が整備すべき BCP の要件と

計画に盛り込むべき必須項目やその内容を決

定し、一般病院用 BCP 作成指針、一般病院用

BCP 作成の手引き、一般病院用 BCP チェックリ

ストを作成した。 

⑤ 病院避難の概念、分類、消防、自衛

隊、行政との連携についての検討し、病院避

難マニュアルを作成した。（受援病院用、病院

避難支援用） 

⑥ 病院避難のDMATや医療班との連携に

ついての検討し、DMAT の精神ストレスや危険

区域での活動についての意識調査を施行した。 

⑦ 市町村の健康福祉部局における BCP

整備状況について調査した 

⑧ BCP や病院避難計画に関する研修会

について達成目標、受講対象、研修プログラ

ム等基本的事項について検討し、教材を作成

し実際に実施した。 

⑨ BCP や病院避難に関する項目につい

ての EMIS 活用について検討した 

⑩ 平成 28 年熊本地震の際の病院被害、

病院避難の状況について調査した 

⑪ 平成28年熊本地震の病院避難にかか

わるDMAT活動についてアンケート調査を実施

し危険な現場で活動したDMAT等の医療班に対

し心のケア体制のありかたについて検討した。 

⑫ 地域における医療機関の BCP 整備状

況について調査した 

（倫理面への配慮） 

なし 

【年間活動】 

平成２９年８月７日、１２月１８日の計２回

班会議を開催し、分担研究を統括した。 

 

【各代表・分担研究者の研究テーマと研究内

容】 

(1) 病院ＢＣＰで最低限含まれるべき項目に

ついての検討（研究代表者 本間正人） 

平成３０年１月１２日「病院 BCP に関する勉

強会」として東北大学 災害科学国際研究所 

丸谷 浩明先生、都立広尾病院 中島康先生、

東北大学災害科学国際研究所 災害医療国際

協力学分野 佐々木 宏之先生を招聘し勉強

会を開催し、病院ＢＣＰで最低限含まれるべ

き項目について協議し「病院 BCP の必須要素」

として定義した。 

  

(2) 水害、土砂災害に対する BCP や病院避難

マニュアルについての検討（研究代表者 本

間正人）  

「水防法等の一部を改正する法律(平成 29 年

法律第 31 号)」の施行により、要配慮者利用

施設の避難体制の強化を図るため『水防法』

及び『土砂災害防止法』が平成 29 年 6 月 19

日に改正された。これにより浸水想定区域や

土砂災害警戒区域内の所有者又は管理者に対

し、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施

を義務付け、施設利用者の円滑かつ迅速な避

難の確保を図ることとなった。これを受けて、

本研究班では①土砂災害警戒区域内に立地す

る医療機関向け、②浸水想定区域内に立地す

る高層病院向け③浸水想定区域内に立地する

低層病院向け について検討した。 

(3) BCP の考え方に基づいた災害対応マニュア

ルについての研究 （堀内義仁 分担研究者）  

国立病院機構災害医療センターで病院計画を

研究して来た経験を活用し、「想定災害拠点

病院の業務継続計画（BCP）」の原案を作成

したことを踏まえ、今年度は、それぞれの病

院の立場の違いを踏まえた上での震災などの

非常時に病院がどのような危機に追い込まれ

るのかを分析し、診療の中断、病院避難をも

視野に入れて、その上でどのように備えれば

よいのかについて、他の分担研究者の研究を



参考にしながら、災害拠点病院以外の医療機

関における BCP の考え方を示すとともに、そ

れを作成するための「指針」を呈示し、具体

的な作成に役立ててもらえるよう、「指針」

をもとにした「作成の手引き」を作成した。 

 

 (4) 病院避難における DMAT や医療班との連

携に関する研究（小井土雄一分担者）  

これまでの研究で、派遣前ストレスや活動直

後の精神的苦痛の評価が、救援者の精神健康

増進や離職・休職の予防に繋がる可能性が示

唆された。そのため、強いストレスがかかる

状況下で活動をする DMAT 隊員において、支

援活動中に受けた「惨事ストレス」に対して

のメンタルヘルスの状態を知ることは重要で

あり、その不調を未然に防ぎ、不調を発見し

た際は悪化を防ぐべく、迅速にしかるべく手

段を講じることが必要であると考えた。その

対応策として厚生労働省社会・援護局 障害保

健福祉部 精神・障害保健課と協議を行い、

標準モデル体制作りについて検討した。 

 

(5) 病院避難についての概念、消防、自衛隊

との連携についての研究(阿南英明 分担研

究者) 

 1．病院避難を実施する体系の課題整理 

前年に抽出された以下の課題について、統合

的な考え方の整理を実施した。 

① 病院避難の必要性の判断は誰がどのよう

な基準で行うべきか 

② 実施のための組織構築・調整や関係機関と

の連携の在り方はどうあるべきか 

③ 搬送実施の役割分担（倒壊の危険性が高い

施設内と施設外の搬送など） 

④ 医療情報をどのようにまとめ、搬送先医療

機関へ伝達する手段はどうあるべきか 

⑤ 搬送優先順位は誰がどのように行うべき

か 

⑥ 搬送の資材準備は誰がどのように行うべ

きか 

⑦ 患者追跡（トラッキング）のためのMATTS

使用の是非 

⑧ その他：他院へ患者を移動する際に患者の

同意取得の是非 

次に連携する機関の代表として総務省消防庁

との面談による意見調整を実施した。前年の

検討結果では、病院避難に際して、病院は危

険性の高い災害現場に相当すると考えた（資

料 1）。よって、連携を求める消防、警察、自

衛隊に対する救助要請に相当することを前提

として、その優先性の確認と、どのような協

力要請方法が望まれるのかを検討した。 

2．病院避難の実施に関わる指針 

受援と支援の立場に分けて行動指針を策定し

た。先ず病院避難を実施する医療機関におけ

るマニュアル作成のための指針として「病院

避難の受援実施に関する指針」を作成した。

次に、病院避難を支援する際の関係機関の活

動指針として「病院避難の支援実施に関する

指針」を作成した。また、地震に関わらず、

水害・土砂災害・火山噴火、原子力災害など

の種別特性を盛り込んだ指針の作成を実施し

た。 

 

 (6) 市町村の健康福祉部局における災害時

事業継続計画の状況（森野一真 分担研究者） 

災害などの緊急事態発生時の対応において、組

織が被る損害を最小限に抑え、事業の継続や復

旧 を は か る た め の 計 画 を 事 業 継 続 計 画

（Business continuity planning, 以下 BCP）と

称し、近年我が国においても企業や自治体を中

心にその策定が進んでいると思われる。市区町

村の健康福祉部門の事業継続計画や災害訓練へ

の関与の状況について検討する目的に山形県の

35 市町を対象に、BCP の策定に係るアンケー

ト調査を行い、現状の把握と課題を分析した。 



 

 (7) BCPと病院避難についてのEMIS活用に関

する研究(中山伸一分担研究者) 

 熊本地震における EMIS の発信状況につい

て、病院避難が実施された 11 病院を中心に、

EMIS の通信ログ解析により分析した。 

① 熊本県医療機関の緊急時入力率 

② 緊急時入力における要支援入力項目の

内訳 

③ 病院避難医療機関と避難の主な原因 

④ 緊急時入力の発信：発信日時、発信者

（病院自身か代行入力か） 

⑤ 詳細入力の発信：発信日時、発信者（病

院自身か代行入力か）、病院避難が発

信されていたか？ 

⑥ 病院避難における患者情報に関する

EMIS 上での発信の有無とその方法と

内容 

⑦ その他 

 

(8) BCP や病院避難計画に関する研修会・シミ

ュレーションに関する研究(三村誠一分担研

究者) 

平成30年 3月 3日に徳島県医師会館において

「水防法等の一部を改正する法律」施行に伴

う医療機関等の病院避難に関しても図上訓練

形式でシミュレーションを行った。平成 30年

3月4日に徳島県医師会館において災害時BCP

に伴う病院避難シミュレーションを実施した。

南海トラフ地震を想定したシナリオを作成し、

図上訓練形式で、病院見取り図、周辺地図を

使用しシミュレーションを行った。 

 

(9) 岩手県における BCP や病院避難計画盛り

込むべき事例研究(眞瀬智彦分担研究者) 

 岩手・北海道豪雨災害（平成２８年台風１

０号災害）で病院避難を実施した医療機関で

ある済生会岩泉病院とその転院先である医療

機関に下記の項目を、聞き取り調査を行なっ

た。 

（聞き取り項目） 

１、病院の被災状況 

２、病院のライフライン 

３、病院避難を決定するまでの過程 

４、避難方法（転院手段）と転院先の決定 

５、転院時・転院後の死亡者（防ぎえた災害

死）の検討 

６、病院避難を実施した医療機関への帰院状

態（時期、搬送手段等） 

７、その他 

（倫理面への配慮） 

岩手医科大学倫理委員会において、「平成２

８年台風１０号災害における病院避難と防ぎ

えた災害死に関する研究」を審査済である。 

 

 (10) 宮城県における BCP や病院避難計画に

盛り込むべき事例研究(山内 聡分担研究者) 

大崎医療圏には、1 つの災害拠点病院と 20 の

非災害拠点病院がある。大崎医療圏の 21 病院

に対し、災害対応に関するアンケートを北部

保健福祉事務所（大崎保健所）経由で行い、

集計した。非災害拠点病院の状況については、

個々の病院が同定されないように配慮した。 

 

(11) 福島県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(島田二郎分担研究者) 

 危険のある地域における医療活動の可否に

関して、DMAT 隊員を対象にアンケート調査を

行った。具体的には、調査対象は 2017/7/15

〜16 に山形県で行われた東北 DMAT 技能維持

研修および 2017/9/30〜10/1 に福島県で行わ

れた東北 DMAT 参集訓練に参加した DMAT 隊員

である。調査項目は性別・年齢・職業・配偶

者/子供の有無・被災経験・信頼している情報

源といった個人属性、DMAT や NBC など災害医

療に対する認知性に加え、災害時に危険地域



で活動すると思われる職種（自衛隊・警察・

消防・行政職員・医療者）および情報を提供

するマスコミに対して、危険地域における活

動の危険性、重要度、信頼度、義務か否か、

また種々の状況において行われる行動への容

認性についてである 

(12) 茨城県における BCP や病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(阿竹茂分担研究者) 

  平成 27 年 9 月関東・東北豪雨での常総市

水害で病院避難となった病院の事例を調査す

る。水防法の改正による医療施設の避難確保

計画の作成、避難訓練の実施を参考に水害に

対する病院 BCP の作成を検討する。病院避難

における地域医療継続計画のあるべき姿につ

いて検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

【平成 29 年度研究班の成果物】 

「医療機関（災害拠点病院以外）における災

害対応のための BCP 作成指針」「医療機関（災

害拠点病院以外）における災害対応のための

BCP 作成の手引き」「災害拠点病院以外の医

療機関における BCP チェックリスト」「病院

避難の受援実施に関する指針」と「病院避難

の支援実施に関する指針」を呈示し、「土砂

災害警戒区域内に立地する医療機関向け病

院避難行動計画」（鳥取大学医学部附属病院

編）「浸水想定区域内に立地する高層病院向

け病院避難行動計画」（鳥取県立中央病院編）

があげられる。 

【各研究者の研究成果】 

分担研究の研究結果に関しては概要のみ示し

た。詳細は、各分担研究報告書を参照して欲

しい。 

(1) 病院ＢＣＰにおいて最低限含まれるべ

き項目についての検討（研究代表者 本間正

人）  

有識者の協議により、「病院 BCP の必須要素」

を以下と定義した。 

  

① トップの代理体制、職員参集状況の把

握と参集計画 

② 被災後に優先的に実施する業務の整

理（アクションカード他） 

③ 非常用電源の確保、水、食料、医薬品

の備蓄と代替調達先の把握 

④ 災害時にもつながりやすい通信手段

の確保 

⑤ 診療情報（カルテなど）のバックアッ

プ 

⑥ 病院が使用不可の場合の入院患者搬

送の準備（受入先確定は無理でも、早

期に支援要請を発信できる備えは必

要） 

⑦ 外部からの医療スタッフその他の受

援計画 

     

 

(2) 水害、土砂災害に対する BCP や病院避難

マニュアルについての検討（研究代表者 本

間正人）  

①土砂災害警戒区域内に立地する医療機関向

けとして鳥取大学医学部附属病院を②浸水想

定区域内に立地する高層病院向けとして鳥取

県立中央病院を、③浸水想定区域内に立地す

る低層病院向けとして海陽町国民健康保険海

南病院を念頭に置いた避難計画を検討した。 

（添付資料 参照） 

(3) BCP の考え方に基づいた災害対応マニュ

アルについての研究 （堀内義仁 分担研究

者）  

下記の二つの研究成果物を作成した。 

①「医療機関（災害拠点病院以外）における

災害対応のための BCP 作成指針」 

②「医療機関（災害拠点病院以外）における

災害対応のための BCP 作成の手引き」 



 

(4) 病院避難におけるDMATや医療班との連携

に関する研究（小井土雄一分担者） 

各都道府県及び指定都市には、地域の精神保

健業務を担う行政機関である「精神保健福祉

センター」が設置されており、同センターが

その運営要領に従い、以下の業務を行うこと

は可能であるとの見解を得た。 

 各医療機関の産業医だけでは対応が困難

な症例に対する相談対応及びハイリスク

症例への介入 

 各医療機関等から相談を受けた情報につ

いて、自治体との情報共有 

 都道府県DMAT研修におけるメンタルヘル

スのカリキュラムに関する講師派遣 

 

(5) 病院避難についての概念、消防、自衛隊

との連携についての研究(阿南英明 分担研

究者) 

病院避難の必要性を判断し、決定するのは病

院管理者である。実施の協力を都道府県の災

害対策本部に要請して、関係機関が合同協議

して支援する体制を構築することが重要であ

る。患者情報をカルテから抽出し、搬送先へ

災害時診療情報提供書（医療搬送カルテ）を

用いて伝達する。患者搬送順位の決定を判断

する因子は、緊急度や重症度に限らず、判断

者は医療施設の職員があたることが妥当であ

る。医療資機材は可能な限り、避難元の病院

の資材を活用するべきである。MATTS による患

者トラッキングは有用であるが、搬送患者の

一覧と搬送先を把握できることが最低限求め

られる内容である。実施に当たって、患者や

その家族への説明は可能な範囲で行うべきで

ある。この整理事項を基に支援と受援の指針

をまとめた。支援は「公助」、病院避難を実施

する施設は「自助」の観点で構成した。地震

災害を中心に各種災害において共通の行動指

針と、災害種別の事項に分けて記載した。受

援活動指針は平時を含めて時相ごとに記載し、

支援活動は、CSCATTT の項目ごとに記載した。 

 

 (6)市町村の健康福祉部局における災害時事

業継続計画の状況（森野一真 分担研究者） 

山形県の 35 市町を対象にアンケートを実施

し、アンケート回収率は 14/35（40％）であっ

た。回答が得られた 14市町村のうち事業継続計

画の策定状況の完了は 4 市町（28.6 %）のみ、

10 市町（71.4 %）は未完で、健康福祉部門にお

ける事業継続計画策定も僅か 1市町（7.2 %）で

あった。危機管理や初動マニュアルで対応する

と回答する市町もあり、事業継続計画の概念が

理解されていない可能性がある。BCP が策定され

ていたとしても、医療関連団体の記述は僅かで、

その理由は時間や余力がないことから、市町の

負担の大きさ、医療関連団体とのつながりの薄

さが背景にあるものと思われる。これらの結果

は市町での保健医療に係る事業継続の混乱が想

定され、市町に関係する医療関連団体の支援が

必要である。 

 

 (7) BCPと病院避難についてのEMIS活用に関

する研究(中山伸一分担研究者) 

1) 熊本地震での熊本県の医療機関の緊急時

入力率は 12 時間後 80%に達したが、その発信

を医療機関自ら実施できた割合は、わずか２

割にしか過ぎず、８割は代行入力によった。

2) 要支援に陥った原因について緊急時入力

でみると、断水が最多で 40 施設（25%）、続い

て停電が 15 施設（12.6%）、以下医療ガスの不

足、多数患者の受診と続いていた。3) 病院避

難実施は、4/15 から 4/20 にかけて 11 病院で

実施された。4)病院避難に陥った主原因は、

水道配管の損傷、水漏れなどによる水の使用

不可が最多で、続いて病院建物の倒壊の恐れ、

医療ガス使用不可、電気使用不可の順であっ



た。5) 病院避難した 11 施設のうち、自病院

で EMIS により状況発信できたのは、２病院に

とどまり、他の９病院は代行入力によった。 

 

(8) BCP や病院避難計画に関する研修会・シミ

ュレーションに関する研究(三村誠一分担研

究者) 

①「水防法等の一部を改正する法律」施行に

伴う病院避難シミュレーション： 

 病院避難を具体的に記載したマニュアルを

作成し、事前に訓練を行うことは重要である

と結論づけられる。比較的短時間で、「情報収

集」「情報伝達」「避難準備」「避難先決定」「避

難方法」「避難と安全管理」を行わなければな

らない。これらを盛り込んだマニュアルの作

成と、それを用いた訓練実施、マニュアルの

見直し、いわゆる PDCA サイクルをまわす必要

がある。 

②災害時 BCP に伴う病院避難シミュレーショ

ン： 

病院避難は、判断、情報伝達、搬送人員、手

段、多組織との連携、安全管理、避難に伴う

諸問題など、多くの要素を限られた時間で判

断しなくてはならない。病院避難に伴うこれ

らの要素を取り入れた訓練を、被害の可能性

がある医療施設において行うことは重要であ

る。 

 

 (9) 岩手県におけるBCPや病院避難計画盛り

込むべき事例研究(眞瀬智彦分担研究者) 

 済生会岩泉病院は建物に被害はなかったが、

ライフラインの途絶があり病院避難を実施し

た。病院避難は院長が決定し、県医療調整本

部と関係機関で行われた。入院患者５４人を

全てヘリコプターで近隣の医療圏の病院へ転

院した。転院から３０日間で死亡した患者は

５人であった。検討の結果、全て防ぎえた災

害死ではなかった。転院から２５日で入院を

再開し、転院６０日で約８０％の患者が帰院

した。その手段は自家用車、福祉タクシーな

どであった。ライフライン途絶による病院避

難の判断は、基準がなく難しいものであった。

病院避難については、家族の承諾、転院先病

院との情報共有、帰院の手段・経費等の課題

が考えられた。 

 (10) 宮城県における BCP や病院避難計画に

盛り込むべき事例研究(山内 聡分担研究者) 

 大崎医療圏の 21病院（災害拠点病院 1病院

を含む）は、いずれも BCP は未整備であった。

ライフラインの整備状況については、自家発

電、  酸素備蓄の整備状況は高かったが、水、

ガス、通信に関する整備状況は低かった。医

療物資については、医薬品を 3 日分以上備蓄

している病院は約半数あったが、医療資器材、

域内搬送計画についての整備は少数の病院に

留まっていた。緊急連絡方法は、多くの病院

で電話に頼っており、大規模災害時に運用で

きるかどうか不明である。BCP の必要性に関す

る啓蒙とともに、具体的に制作を支援する必

要があると思われた。 

 

(11) 福島県におけるBCPや病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(島田二郎分担研究者) 

東北 DMAT 技能維持研修における回収率

92/110、83.6%、東北DMAT参集訓練における 回

収率は88/135、65.1%、全体でサンプル数180、

回収率は 73％であった。危険を伴う地域での

医療活動に関して、DMAT 隊員は、 

1．危険地域での活動について自衛隊、警察、

消防とは異なり、義務ではなく、また果たす

役割も小さいと思っている。 

2．東日本大震災であった事実に関して、医療

者が危険を回避した行動は容認できるものの、

危険を強いるような行動は容認できない。 

と考えていることがわかった。 

 



(12) 茨城県におけるBCPや病院避難計画に盛

り込むべき事例研究(阿竹茂分担研究者) 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨での常総市水害

で病院避難となった病院の事例を調査した結

果をふまえ、水害時の病院 BCP の作成（案）、

水害時の病院避難計画（案）、水害時の地域医

療継続計画（案）について検討した。 

 

Ｄ．考察  

 本研究において病院ＢＣＰにおいて最低限

含まれるべき項目を定義したことは特筆すべ

き点である。特に病院が使用不可の場合の入

院患者搬送の準備（受入先確定は無理でも、

早期に支援要請を発信できる備えは必要）と 

外部からの医療スタッフその他の受援計画を

BCP に必須項目として盛り込んだことを強調

したい。 

 昨年の本研究では、災害拠点病院が備える

べき BCP の具体的なモデルを念頭に「病院 BCP

（災害拠点病院用）」「病院 BCP を策定するた

めの手引き」を呈示した。病院 BCP のひな形

を呈示することで、各災害拠点病院での BCP

策定・見直しに役立てていただき、結果とし

て、早急にすべての災害拠点病院で一定の質

が担保された計画の策定できることに貢献す

ることを目的とした。災害拠点病院の指定要

件に「業務継続計画を整備し、計画に基づい

た、被災を想定した研修・訓練を実施するこ

と」などが追加され平成 31 年 3月までに全て

の災害拠点病院が BCP を整備し、又は BCP 計

画に基づいた訓練を実施することを前提に災

害拠点病院の指定を継続することができるこ

とされた。 

 一方で、東日本大震災や平成 28年熊本地震

でも明らかとなった通り、小規模な病院や診

療所がライフラインや建築構造の障害により

病院機能を失い、診療継続が出来なくなり入

院中の患者や被災した外来患者に対して身体

上あるいは精神上の影響を与えた例が報告さ

れている（小井土分担研究報告書・山内分担

研究報告書参照）。本年度われわれは、小規模

な病院の BCP に焦点をあて「医療機関（災害

拠点病院以外）における災害対応のための

BCP 作成の手引き」「医療機関（災害拠点病

院以外）における災害対応のための BCP 作成

指針」を作成した。これを基に一般病院にお

いても BCP の整備が進むこと、それにより災

害時の防ぎえる災害死が撲滅されることを願

う。さらに昨年の研究では主に地震災害に対

する BCP の検討であった。本年度での研究で

は、津波、洪水、土砂災害等の各災害に対応

した各病院の BCP 及び病院避難行動計画に

ついて検討したところが特色である。 

 平成 28 年熊本地震では、約 1,500 人の病院

避難がおこなわれたが、搬送に関わる死亡が

なかったことは評価できる。一方で課題に関し

ては、病院避難活動そのものの課題、そして、

病院避難を行なった後の中長期の課題が明ら

かになった。活動に関する課題として、病院避

難における指揮命令系統の確立、即時避難の

要件、医療チームの安全確保、応急危険度判

定士との連携、一時救助場所への移動手段の

確保、緊急消防援助隊との連携などがあげら

れた。中長期的な課題としては、避難先病院

でのフォローの必要性、病院再開へ向けての

財政的課題、代替医療機関の負担などがあげ

られた。また、危険な現場で活動した DMAT 等

の医療班に対し心のケア体制を確立すべきで

あると考えられた（小井土分担研究報告書参

照）。 

  病院避難に関しては、平成 28 年度熊本地

震の実態をさらに明らかにすると共に、消防、

警察、自衛隊などの関係機関と病院や支援医

療チーム（DMAT 等）の連携を密にする目的に

「病院避難の受援実施に関する指針」と「病院

避難の支援実施に関する指針」を作成した。こ



れにより、病院管理者が病院避難の必要性を

判断し、決定すること、実施の協力を都道府県

の災害対策本部に要請して関係機関が合同

協議して支援する体制を構築すること、患者情

報をカルテから抽出し搬送先へ災害時診療情

報提供書（医療搬送カルテ）を用いて伝達する

こと、患者搬送順位の決定を判断する因子は

緊急度や重症度に限らず、判断者は医療施設

の職員があたること、医療資機材は可能な限り

避難元の病院の資材を活用するべきであるこ

と、EMIS(MATTS)による患者トラッキングは有

用であるが、搬送患者の一覧と搬送先を把握

できることが最低限求められる内容であること、

患者やその家族への説明は可能な範囲で行う

べきであることなどを明確にした。本指針の活

用により各病院が病院避難の判断の基準や手

順を BCP として整備すると共に、病院管理者

が病院避難の実施の協力を都道府県の災害

対策本部に要請した場合の関係機関連携対

応計画等を事前計画する際に有用であると考

える（阿南分担研究報告書参照）。 

 災害対応においてEMISを用いた情報発信と

情報共有は重要である。災害の種類にかかわ

らず、EMIS の項目に沿って被災時の具体的な

対応策について平時から検討しておくことは、

全ての医療機関にとって BCP 策定と表裏一体

の関係にほかならない。つまり、EMISの緊急時

入力と詳細入力の各項目を大いに参考にして、

被災によりそれらが機能しない場合、どのよう

に医療機関自体の診療を継続、回復していく

か、あるいは病院避難するかについて、具体

的な対応策を検討しておくことは、BCP 策定あ

るいは病院避難計画策定に不可欠なアプロー

チとなる（中山分担研究報告書参照）。 

 山形県内の市区町村の健康福祉部門の事業

継続計画や災害訓練への関与の状況について

のアンケート調査からは、市町は災害時にお

ける BCP の理解が十分とは言えず、健康福祉

部局内の BCP についても同様である。また、

保健医療部門におけるいわゆる本部訓練もほ

とんどなされておらず、計画作成や本部訓練

に係る支援が必要のようである（森野分担研

究報告書参照）。 

 BCP について様々な研修会が行政あるいは

企業により開催されている。また本年度からは

厚労省平成 29 年度事業継続計画（ＢＣＰ）策

定研修事業が厚生労働省医政局主催で開催

されている。一方で、病院避難に関する研修・

訓練の整備・実施は不十分である。考察の冒

頭に述べたとおり、病院 BCP に病院避難の準

備行動は不可欠と考えている。今後基礎的な

BCP 研修に加え、病院避難行動の研修・シミュ

レーション・訓練を上乗せする必要があるであ

ろう。今回シミュレーションを行った 2 つの研修

は、ともに「病院避難」を対象としている。しかし

「①「水防法等の一部を改正する法律」施行に

伴う病院避難シミュレーション」は予想される災

害に対して、最小限の人員で「自助・互助」で

行わなくてはならない避難である。一方「②災

害時 BCP に伴う病院避難シミュレーション」は

「共助」が入った後の時程における避難である。

日本 DMAT の養成研修においては、この「病

院避難」を研修のシミュレーションとして取り入

れている。病院避難に特化した研修は、マニュ

アルや BCP の作成、実動訓練の実施のために

有用であり今後整備すべき重要なテーマであ

る。（三村分担研究報告書参照）。 

 岩手・北海道豪雨災害（平成２８年台風１０号

災害）（風水害災害）の病院避難事例を調査し

た検討研究では、ライフラインの途絶で復旧の

目途が立たないため病院避難となった本事案

では結果的に発災５日目にはライフラインが復

旧しているので５日間程度であれば物資の継

続的な供給も可能であったと考えられた。一方、

職員については道路が開通し、入院の業務が

再開できるまでに２～３週間程度の期間がかか



っているためすためスタッフの確保が課題であ

る。建物被害がなく、ライフライン、職員の

確保ができない場合にも病院の業務の継続

が困難となるが、入院患者の転院を実施す

る（病院避難）のか、それともライフライ

ンの復旧まで資源を投入し続ける（籠城）

のか、決定することが重要であると考えら

れた。本事案から見ても、BCP の事前整備が

必要であること、BCP には病院避難の判断や

その判断根拠となる条件の事前検討が不可

欠である。病院避難行動計画に基づいた事

前の研修・訓練、地域としての支援体制も

不可欠であろう（眞瀬分担研究報告書参照）。 

 大崎医療圏において、唯一の災害拠点病院

では、BCP を制作中であったが、非災害拠点

病院においては、まだどこも着手しておらず、4

病院においては制作の予定もなかった。原因

としては、BCP の作製方法が分からない、業務

多忙のためが多かったが、必要性を感じないと

いう病院もみられた。BCPの必要性に関する啓

蒙とともに、具体的に制作を支援する必要があ

ると思われた（山内分担研究報告書参照）。具

体的に制作を支援として本研究班で昨年作成

した「病院 BCP（災害拠点病院用）」「病院 BCP

を策定するための手引き」本年作成した「医療

機関（災害拠点病院以外）における災害対応

のためのBCP作成指針」「医療機関（災害拠点

病院以外）における災害対応のための BCP 作

成の手引き」「災害拠点病院以外の医療機関

における BCP チェックリスト」「病院避難の受援

実施に関する指針」と「病院避難の支援実施に

関する指針」が活用されることを願う。 

 原子力災害で経験したような危険区域にお

ける医療施設の病院避難は介助するあるいは

危険区域に残る医療者の安全の観点から困難

性が指摘される。早期避難を前提とした BCP

が不可欠である。また、考察の中で、危険を伴

う地域における医療活動に関して明確な指針

がないことを示した。本年度は、それを踏まえ

て、危険を伴う地域での医療活動はどうあるべ

きかの指針を作るための基礎資料収集として

危険を伴う地域での医療活動に対する意識調

査を DMAT 隊員に行った。その結果、DMAT

隊員は、危険を伴う地域での活動に慎重であ

ることがわかった。このことは、隊員養成研修を

始め、維持研修においても、自己の安全確保

の重要性を教育されている結果が如実に表れ

ているものと思われる。よって、現時点では改

めて、危険地域にある病院では、早期避難を

前提とした BCP が不可欠である。また、危険を

伴う地域における医療活動は論議すべきこと

で、その指針作成は必須である（島田分担研

究報告書参照）。 

 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨での常総市

水害で病院避難となった病院の事例を調査で

は、浸水孤立した２病院は洪水浸水想定区域

内にあったが、当時洪水浸水を想定した避難

確保計画はなかった。関東・東北豪雨による

常総市水害の経験から水害時の病院 BCP と

水防法の避難確保計画を組み合わせること

を提案した。また河川氾濫だけでなく、内

水、高潮による水害も想定する必要があり、

多くの病院は水害時の BCP と避難計画を作

成する必要がある。今後は地震、水害時に

対応する地域医療継続計画を策定し、地震、

水害想定の訓練を行い、医療施設の支援、

病院避難の調整を行うべきである。本研究

で作成した「土砂災害警戒区域内に立地す

る医療機関向け病院避難行動計画」（鳥取大

学医学部附属病院編）「浸水想定区域内に立

地する高層病院向け病院避難行動計画」（鳥

取県立中央病院編）「浸水想定区域内に立地

する低層病院向け病院避難行動計画」（海陽

町国民健康保険海南病院編）を活用して欲

しい。 

Ｅ．結論 



「病院 BCP の必須要素」の定義、一般病院の

BCP 整備のあるべき姿の整理と BCP 作成指針、

BCP 作成の手引き、BCP チェックリスト（いず

れも一般病院用）の呈示、平成 28年熊本地震

の病院避難の調査、病院避難の定義、用語の

整理と病院避難マニュアルの作成（受援病院

用、病院避難支援用）、危険な現場で活動した

DMAT 等の医療班に対し心のケア体制、平成 28

年熊本地震の EMIS の入力状況の調査、EMIS

の BCP 整備への応用、市町村の健康福祉部局

における BCP 整備状況、病院避難シミュレー

ション研修の実施、水害に対する BCP・病院避

難計画、ある地域における医療機関の BCP 整

備状況、危険地域に立地する病院避難の課

題・BCP のあり方について検討した。研究成果

物として「医療機関（災害拠点病院以外）に

おける災害対応のための BCP 作成指針」「医療

機関（災害拠点病院以外）における災害対応

のための BCP 作成の手引き」「災害拠点病院以

外の医療機関における BCP チェックリスト」

「病院避難の受援実施に関する指針」と「病

院避難の支援実施に関する指針」を呈示し、

「土砂災害警戒区域内に立地する医療機関向

け病院避難行動計画」（鳥取大学医学部附属病

院編）「浸水想定区域内に立地する高層病院向

け病院避難行動計画」（鳥取県立中央病院編）

を作成し、「浸水想定区域内に立地する低層病

院向け病院避難行動計画」（海陽町国民健康保

険海南病院編）をもとに病院避難研修の教材

を作成し実際に病院避難行動シミュレーショ

ン研修を実施した。 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 
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待講演）．2017年9月30日（函館市）． 

 

佐々木宏之，須田智美，江川新一．災害時の事

業継続戦略に応じた医療機関受援計画の立案

について．第23回日本集団災害医学会総会・学

術集会（招待講演）．2018年2月3日（横浜市） 

 

佐藤めぐみ、島田二郎、中島成隆、長谷川有史．

災害時危険を伴う地域での医療者の活動指針

作 成 に 向 け て  日 本 集 団 災 害 医 学 会 

2018/02/02 横浜 

 

阿竹 茂 他：「常総水害での病院避難と災害拠

点病院の役割」：要望演題R-003 「局地災害」第

22回日本集団災害医学会総会・学術集会 2017

年 名古屋 

 

堀内義仁：医療機関のBCPと地域をつなぐもの．

第23回日本集団災害医学会総会・学術大会，横

浜，2018. 

 

本間正人、佐々木宏之・ワークショップ8医療機

関のBCPを地域全体から多角的に考える・第23回

日本集団災害医学会・横浜・2018 

 

大友 康裕, 森村 尚登, 本間 正人, 阿南 英明, 

永田 高志, 井上 潤一, 張替 喜世一・爆弾テロ

対応は，これまでの多数傷病者対応を根本的に

見直す必要がある・シンポジウム4東京オリンピ

ック開催時の救急災害医療体制・第23回日本集

団災害医学会・横浜・2018 

 

井上 潤一, 岩瀬 史明, 阿南 英明, 高橋 栄治, 

加藤 渚, 張替 喜世一, 本間 正人, 大友 康

裕・オリンピック期間中の救急医療体制にテロ

を含む多数傷病者対応をいかに組み込むか？・

シンポジウム4東京オリンピック開催時の救急

災害医療体制・第23回日本集団災害医学会・横

浜・2018 

 

阿南 英明, 近藤 久禎, 中村 光伸, 村田 沢人, 

小澤 和弘, 大城 健一, 本間 正人, 大友 康裕, 

小井土 雄一・南海トラフ地震時に被災地内で医

療を継続するための評価指針と行動指針の検

討・シンポジウム5災害時の医療：南海トラフ地

震・第23回日本集団災害医学会・横浜・2018 

 



本間正人・大災害に対する医療機関の備え・第1

６回近畿救急撮影セミナー・大阪・2017（特別

講演） 

 

本間正人・大災害に対する医療機関の備え・救

急災害医療セミナー・高知・2018 

 

本間正人・中国地方の特徴を考慮した災害拠点

病院の在り方について・内閣官房国土強靭化推

進事業：病院、社会福祉施設等を対象とした事

業継続に係るシンポジウム・広島・2017 

 

本間正人・大災害に対する備え---南海トラフ

大地震や豪雨災害などの大規模災害に対して

医師会に求めるもの・岡山県医師会救急の日

講演会・岡山・2017 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得 該当なし 

2. 実用新案登録 該当なし 

3. その他 特記すべき事項なし 


